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これが震災の誘因

東日本大震災

北海道胆振
東部地震

首都直下地震

南海トラフ巨大地震

中越地震

熊本地震

阪神･淡路大震災
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能登半島地震

１．能登半島地震と
切迫する巨大地震

原図：確率論的地震動分布図2020 
(文科省地震対策推進本部・防災科学研究所 2021.3.26)

全国各地でM７級
直下地震が頻発

震度６弱以上の地震動が
30年以内に発生する確率
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能登半島地震：震度7の被災

輪島市黒島地区付近
の３〜４ｍの地盤隆起

輪島市山間部の
大規模な山塊の崩落
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木造住宅の被害が多く、特に大規模な瓦葺
の木造民家が倒壊した。（珠洲市）
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輪島市の朝市通り地区の市街地火災。
２次避難している被災者も多く、解体
の申請が遅れている模様（輪島市）

輪島地区では
市街地や集落
に１次仮置き場
を開設せず、回
収曜日を決めて
小口に廃棄物
を出し、業者が
戸別に収集して
いる。（輪島市）
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輪島地区で戸別収集
してきた災害廃棄物
を事業者が仮置き場
の搬入、分別して搬
出・処理（輪島市）

輪島市門前地区は、市
街地・集落の１次仮置き
場を開設して、被災者
が持込み、事業者が仮
置き場に搬出（輪島市）
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軽トラ・ボランティア
が、廃棄物を仮置き
場に搬入している。
軽トラは宮城ナン
バー（七尾市）
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七尾市では、大規模な
１次仮置き場を開設し、
被災者が自動車で持
込み、分別して、大型ト
レーラーで事業者が処
分地へ搬送している。



“住家”の被害棟数（全半壊率）異常に多い能登半島地震

世帯数
(R5.5.1)

住家被害人的被害
市町

合計一部破損半壊全壊合計負傷者死不明者

９,４６１１４８１６７１２７３８６５３８２４６２５５１６１０９輪島

５,３２２７５６０３２０７１９６１２３９２３５２２４９１０３珠洲

２０,１５１１３４５３１０３１２２７６２３７９８３５七尾

６,２５７６４８８５２５０９３０３０８４７３９８能登

３,２２９４０３４２１０４１４３３４９７２７７２５７２０穴水

７,３４６６１９３３５１５２１６８５１０１０６１０４２志賀

４２２,６８０２５５２１２２６７２２５４２３０７２８２７１他市町

４７４,４４６７８０６５５４１８７１５６６１８２１７１４４３１,１９５２４８石川県

資料：石川県危機管理課：災害報告 第１２６報（２０２４．４．２６）より集計。
世帯数VS全半壊率は、珠洲８２％、輪島８１%、穴水６０%、志賀３６%、能登２０%、七尾１６% ！8



奥能登６市町の上水道・電気の被災状況（支障率）の推移

七尾能登志賀穴水輪島珠洲
日時

電気上水電気上水電気上水電気上水電気上水電気上水

10100100100101001001001001001001001/4

210030100510050100801001001001/8

010051002100201005510045901/15

－80290１8021005010040901/23

－701800501601510020901/31

－50060－200401010010902/13

－20－45－5－105705852/28

－15－40－0－00500853/12

－2－15－－－－－30－803/26

－0－5－－－－－17－754/9

－－－3－－－－－15－504/23

資料：石川県危機管理課「災害報告」の各号より、2週間おきの被災状況
の推移。1) 広域避難者を含む 2) 1.5次避難者を含む 3) 1月19日に石川県が開始した被災者登録台
帳登録者 9



最近の大震災における住家被害と廃棄物
石川県と能登半島地震全域の被災状況

処理
期間

廃棄物
トン/全半

壊棟

災害廃
棄物万ｔ

損壊家屋数（住家・公共他：百棟）
震災名

(発生年月) 合計公共他半壊全壊

３年３７.６１,５００３９９３４２５１４４３１１２５阪神淡路(1995.1)

３年１０.２６０５８７４１７１３８３２中越（2004.10）

３年６０.４３,１００５１３６１０８４２８３２１２２０東日本（2011.3）

２年５５.４３１１５６６１３４３４５８７熊本（2016.4）

ー４８.８＊２２４４＊２５００２５４１６３８２能登（2024.1）＊１

＊１ 建物の被害棟数は、石川県対策本部資料（第130報：2024.5.8）による。
＊２ 石川県災害廃棄物処理計画では2/26時の推計値「５０,６４４棟」により

244万トン。総務省消防庁被害第97報と３県の報告から住家＋他の全半

壊は約５４,２００棟で、廃棄物量『２６１万トン』で『４８.２トン/棟』となる。 10



２．SDGsを果たすこれからの
廃棄物処理戦略 －３Rから４Rへ－

＊災害時も、平時の３R(Reduce・Reuse・Recycle)で

Reduce(減量)･Reuse(再使用)･Recycle(再生資源)

＊これからは、脱カーボン社会とSDGs の４Rで、

Reduce減量･Reuse再使用･Recycle再生資源

＋ Resource(活用資源)での利活用

ResourceRecycleReuseReduce

－再生資源古材･古着ゴミ減量平時ゴミ

活用資源再生資源建物修理建替･耐震災害ゴミ

活用資源－建物修理－関東地震
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廃棄物処理対策

日
常
廃
棄
物

災
害
廃
棄
物

可燃物
片付けゴミ

不燃物

資源物

再生資源
(リサイクル)

分
別
収
集

焼 却

可燃物
片付けゴミ

不燃物

仮
置
場

（
公
費
解
体)

資源物

処分

可燃物

可燃物

利活用

利活用

焼 却

処分

一般廃棄物
(自治体)

産業廃棄物
（業者）

災害廃棄物

利活用

再生資源
(リサイクル)

仮
置
場

（
公
費
解
体) 利活用

個
別
解
体

＜平時と災害時の違い＞
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平時のゴミ処理（Recycle）の体制

（１）生活廃棄物 市区町村・広域事務組合で収集・処理

• 一般家庭の生活で発生した「可燃ごみ」と「不燃ごみ」

• 分別収集による「処理ごみ」と「資源ごみ」の分別

• 「粗大ごみ」の有料回収

（２）産業廃棄物 都道府県(・政令都市)の許可権限で､

民間事業者 による有料での収集・処理

• 業務活動で発生した「処分ゴミ」と「資源ごみ」

• 民間建物・公益インフラからの「解体ゴミ」：企業・国民

• 公共建物・公共インフラからの「解体ゴミ」：国・県・市
13



災害時の廃棄物処理の体制
（１）災害廃棄物 ･･･被災した市町村（自治体)を中心に

広域事務組合、廃棄物処理業者・団体が連携して、

災害廃棄物処理計画により収集・処理（Recycle）する。

・「仮置き場」を開設し、被災者の搬入による「分別仮置

き」を原則とし、ボランティアの役割が大きい。

(２)都道府県 ･･･被害の大きな市区町村からの災害

廃棄物処理に関して、産業廃棄物処理事業者等と連携

して、市町村の処理を支援する。

（３）環境省環境地方事務所 ･･･都道府県を超えた処理

を要する場合は、地域ブロック内外における広域連携

体制を構築し、市町村・都道府県の処理を支援する。
14



“フェイズフリー廃棄物処理”の発想
４つの“資源”ごみ”と“最終処分”ごみ

（１）Reduce：平時の粗大ごみ処分・耐震化で被災時の減量を

（２）Reuse：利活用できる部材は平時も災害時も“再利用”

・耐震改修建物 ・古家具 ・古着 ・古本 など

（３）Recycle①：平時も災害時も“分別収集”で“再生資源”化

・古紙 ・段ボール ・ガラス瓶 ・缶 ・金属片 など

（３’）Recycle②：平時も災害時も“解体分別”で“再生資源”化

平時も災害時も建物解体し“リサイクル処理”で“資源”化

・コンクリート塊（骨材） ・鉄・アルミ・銅など等金属材

（４）Resource：平時も災害時もRecycleせず“再利用資源”化

（５）最終処分ごみ：・焼却処分の「灰燼」の最終処分（埋立等）
15



３．フェイズフリー防災の廃棄物対策とは

• 「フェイズ（場面）」がない、「平時」と「災害時」の区別がない、切れ
目なく繋がっているのが「フェイズフリー防災」

• 平時の取り組みが、災害時の取り組みになる防災

• 「平時のゴミ処理(３R)」のReduce（減量）とReuse(再利用）と

Recycleに加え、 リサイクルを 小化してResource として活用する

「４R」切り拓き、「平時にも被災時にも廃棄物対策」として目指す。

（１）Reduce(1R)：平時の「ゴミの減量」と異なるが、災害時にも「廃棄

物の減量」を目指すべきで、平時の耐震化で“被害軽減防災”を。

（２）Reuse(2R)：廃棄しないで再利用（リノベーション）するように、

災害時に被災した建物を解体・処分せずに修理して、再利用

 （リノベーション）する“耐震改修防災”を。

（３）Resource(4R)：老朽ビルを解体・建替える「１R」時に、Recycle

 (再生利用）を減らしてそのエネルギー消費を 小化して、そのま

ま「安全な資源材」として利活用する“SUGｓ防災”を 16



非被災地 日常廃棄物（解体：産廃＋片付け）

被災地

災害廃棄物＋日常廃棄物

解体

激甚被災地

災害廃棄物

（解体：公費＋片付け）
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●平時のコンクリート廃棄物対策

産業廃棄物処理として ３R(＋T)

• Reduce：ビル等の長寿命化・耐震

改修・・・・（建物解体を遅らせる）

• Reuse ：ビルをリノベーションして

利活用・・・（中古ビルを再生・活用）

• Recycle：ビル等のコンクリート塊の

資源循環化：（再生資材で活用）

• Treat ：残滓の片付け処分

（埋立処分等）

●災害時のコンクリート廃棄物対策

現状の災害廃棄物処理も ３R(＋T)

• Reduce：ビルの耐震強化で被害軽減

（建物の耐震化・不燃化で軽減）

その結果、

• Reuse ：被災ビルを再生修復し利活用

（“震災遺構”としての再利用も）

• Recycle：コンクリート塊の負荷軽減を

（再生資材として再利用）

• Treat ：残滓の片付け処分

（埋立処分等）

●平時も、災害時も、廃棄物を“新たな資源”として活用する「４R」化！を

• Resource：資源化･･･「古建材」と同じく「コンクリート塊」も“資源化”できる

18



関東大震災後も、東京空襲後もResource対応
災害廃棄物を資源として埋立て、復興用地を創生

• 関東大震災は東京も横浜も大火災で被災。東京では
3,600ha余の市街地がことごとく瓦礫・灰燼に帰した。

• その最終処分として、東京では、江東地先や芝浦地先
を埋め立て事業し、復興事業「用地」の拡大を行った。

• 横浜市でも、関内地先等を埋め立てた。山下公園
（7.4ha）は、その一部である。

• 22年後、大空襲で再び灰燼・瓦礫に帰した東京は、下
町に残されていた“物流の動線であった”多くの運河を
埋め立て、市街地内に広大な都有地を確保した。

• また、北海道西南沖地震(1993)では、津波で破壊した
海岸沿い道路の風雪防御壁を、漁業者の希望で磯場
に搬入、稚雲丹の産卵場を回復させている。

19



４．能登半島地震の被災者の現状－避難所避難・在宅避難等－

建設仮設避難登録者3)２次避難2)・公営住宅１次避難1)孤立集落
日時

供与着工在宅縁故県外県内避難避難者施設人数所

ーー？？ーーー３３,５３０３７１ーー1/4

ーー？？ーー－２８,１６０３９１３,３４５２４1/8

ー２４７？？２１,０８１１,６８０１６,７４２３９０４１５１５1/15

ー３３８？？１８５２,９７８３,４８１１０,８２３３００１４４1/23

１８１,２４８２,８６７４,４２５３６３４,４２９５,０８６８,５７９２８８ーー1/31

５８２,２２７４,１８７６,４５８４７６４,７５１５,４１４６,９３４２５９ーー2/13

３０２３,５２２４,５５７７,２３１４８１４,２９７４,９０７５,８７７２２２ーー2/28

４４７４,３４５４,７９７７,５８８４４１３,７７７４,５５１５,０８３２００ーー3/12

８９４４,９５６４,９２５７,７５７３４７３,１２０３,５７０４,２６５１７３ーー3/26

１,８０８５,３８２４,９５６７,７３５１５５２,４４８２,６８９３,３５１１４２ーー4/9

２,５６０５,４４１？？６２２,０５２２,１８５２,６３１１３１ーー4/23

1) 広域避難者を含む 2) 1.5次避難者を含む 3) 1月19日に石川県が開始した被災者登録台帳登録者
ただし、4月2日の集計（縁故：7735人、在宅：４９５６人）以降の公表なし。被災地在留・被災地外避難 20



能登の
被災者の
居住変遷

被災地

中心
市街地

集落

孤立集落

１次避難

公設避難所

自主避難所

自主避難所

１.５次
避難所

提供公営住宅（被災地外）

２次避難
（ホテル・旅館）
(被災地外避難)

仮住まい(被災地内・外)

建設型仮設住宅

みなし仮設住宅

地域復興⇔自宅再建（新築・購入・賃貸・災害公営住宅）

在宅避難

縁故避難

応急修理

被災者が被災地を離れ、地域関係を失ってないか？ 21



５．能登半島地震にみる廃棄物対応の遅れ

（１）復旧・復興の被災者支援は全て「申請主義」

①罹災証明・・・・申請して受けるもの

②公費解体・・・・壊れても“私有財産”なので、

申請しないといけない

③土地建物の所有権利不明（未相続・空家化）が、

罹災証明が出ても、公費解体申請を困難に

（２）解体処理体制の問題

①10年分の廃棄物が、一瞬で発生するということ

は、10×３６５日分の廃棄物が、一瞬で出る。

②仮置き場の確保、

③解体事業者の不足、

④域外処理の搬出体制の不備、⑤道路の不足 22



コ
ン
ク
リ
ー
ト
殻
は

ど
こ
か
ら
出
る
か

公共
ｲﾝﾌﾗ

民間
ｲﾝﾌﾗ

国有施設

公益施設

都県施設

区市施設

企業施設

市民住宅

①Reduce ： 減量化（ビルの耐震化で長期使用の推進）

②Reuse ： 再利用（ビルのリノベーションの推進）

③Recycle  ： 再生資源化（粉砕・分別し再生資材で利用）

コンク

リート塊

の処理

<３R>

産業廃棄物の
リサイクル処理費用

解体
(有料)

搬送
(有料)

解体
(有料)

搬送
(有料)

再生資材
の活用

資材化
(販売)
・金属
・骨材

リ
サ
イ
ク
ル
処
理(

有
料)

＜コンクリート塊の“リサイクル”処分の流れ＞

再
生
資
材
と
し
て
の
再
利
用
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コ
ン
ク
リ
ー
ト
殻
は

ど
こ
か
ら
出
る
か

<平時におけるコンクリート塊の“資源化”と活用イメージ>

公共
ｲﾝﾌﾗ

民間
ｲﾝﾌﾗ

国有施設

公益施設

都県施設

区市施設

企業施設

市民住宅

①Reduce： 減量化（長寿化で廃棄物の排出量を減らす）
②Reuse ： 再利用（解体せずに、改修して再利用する）
③Recycle： 再生資材（資材毎に細分解し、再生資材化）
④Resource：再利用資源（粗解体して資源として利活用）

＊SDGｓに適う建設資源として強靱な国土の形成を

コンク
リート塊
の新処理
<４R>

産業廃棄物
粗解体費用

粗解体
(有料)

粗解体
(有料)

国土建設
築造費用

再
利
用
資
源
機
構
で
買
取

積
出&

海
上
輸
送

強
靱
な
国
土
の
築
造

搬送
(有料)

コ
ン
ク
リ
ー
ト
塊
の
資
源
化
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産業廃棄物であるコンクリート塊の
資源化のメリット

①公共建物・インフラの「粗解体」による「解体費用」の節約

②民間建物・インフラの「粗解体」による「解体費用」の節約

③「リサイクル処理費用」の大幅な軽減化による「処理費用」の節約

④リサイクルに要するエネルギーの節約

➄コン塊の「人工海底山脈の築造資源(例示)」で“資源価値”の創出

⑥海底山脈の人工築造による“新しい富”「漁業資源」の拡大・創出

産業廃棄物であるコンクリート塊の
資源化のデメリット

①コンガラ再活用のための「海上搬送費用」の増大

②コンクリート構造の「再生資材化率」による資源価値の低減

③積み出し港湾施設の整備費用の負担 25



コ
ン
ク
リ
ー
ト
殻
は

ど
こ
か
ら
出
る
か

公共
ｲﾝﾌﾗ

民間
ｲﾝﾌﾗ

国有施設

公益施設

都県施設

区市施設

企業施設

市民住宅

①Reduce： 減量化（長寿化で廃棄物の排出量を減らす）
②Reuse ： 再利用（解体せずに、改修して再利用する）
③Recycle： 再生資材（資材毎に細分解し、再生資材化）
④Resource：再利用資源（粗解体して資源として利活用）

＊SDGｓに適う建設資源として強靱な国土復興を

コンク
リート塊
の新処理
<４R>

災害廃棄物
 粗解体費用

粗解体
(公費)

粗解体
(公費)

国土建設
築造費用

再
利
用
資
源
機
構
で
買
取

積
出&

海
上
輸
送

強
靱
な
国
土
の
築
造

搬送
(公費)

コ
ン
ク
リ
ー
ト
塊
の
資
源
化

災害時における、コンクリート殻の
“資源化”による利活用

26



平時におけるコンクリート塊の「資源化活用」の
ルート整備が、広域巨大災害時の迅速な廃棄

物処理と国土の創造的復興を可能とする

• 1960〜80年代の高度経済成長と人口増加時代の公
共インフラ、民間インフラの更新・再開発に対応して、
平時に「コンクリート塊の資源化」ルートを整備する。

•海の無い埼玉・山梨・群馬・栃木を含め、海のある東
京・千葉・神奈川・茨城と連携し、首都圏の産業廃棄
物としての「コンクリート塊の魚礁資源化」を推進する。

•平時のルート整備が、首都直下地震時にコンクリート
塊の「資源化」を可能とし、一石三鳥（被災者・ビル所
有者・行政）の、国土の創造的復興を可能とする。

• 首都直下地震時のみならず、南海トラフ巨大地震時
にも、現場対応でのSDGｓと迅速な復興を可能とする 27



近畿

阪神・淡路大震災 ２府県２５市町

東日本大震災
８都県２３７市区町村

南海トラフ地震
２９都府県７０７市町

都心南部直下地震
(４都県１５０市町村)

能登半島地震
３県１２市町

広域巨大災害
ほど
狭域対応を

｢４R｣で

28



まとめ

（１）能登半島地震の教訓

①半島地形の特性を考慮した廃棄物対応活動の工夫

②地籍調査の推進が「災害廃棄物公費解体」から「被災者

生活再建支援」などの復旧復興支援の迅速化を

③災害廃棄物処理計画＋受援計画＝廃棄物BCPを

（２）「フェイズフリー廃棄物処理対策」を

①事前防災とリンクする「災害廃棄物の減量化」

②初動と受援の「災害廃棄物初動対応訓練」

二つの支援「ボランティア＆自治体」の受援初動

③平時も災害時も、廃棄物処理技術のSDGｓ化を（４Ｒ）

④平時に「４Ｒルート」の開発整備を

＊コンクリート解体塊の利用資源化ルートの構築を環境

省・国交省・農水省・経産省などの省庁・官民連携で
29


